
　　新垂直離着陸輸送機オスプレイの沖縄配備に反対する声明

1、 度重なる墜落事故を起こし、構造的欠陥が指摘されている米軍の新垂直離着陸輸送

機オスプレイは、７月、山口県岩国基地に陸揚げされ、１０月に沖縄普天間基地への

配備と本格運用が強行されようとしている。沖縄では、県知事と４１全市町村長が反

対し、県議会、全市町村議会が配備反対を決議、党派を問わず、県民の９割が配備に反

対している。しかし、野田総理は「米軍の配備にどうしろこうしろと言う話ではない」

「沖縄の防衛にも有用」などと述べて、配備を容認する姿勢をとっている。

2、 オスプレイは今年に入ってからも、すでに２件の墜落事故を起こしている。米国防総

省は、その事故調査を人為的ミスと結論づけ、野田政権もそれを追認し、「安全」をア

ピールしようとしている。しかし、すべての事故には人為ミスがかかわっているので

あって、人為ミスといわれて安心する者は誰もいない。さらに、2010年にアフガニス

タンで起きた墜落事故について、「機体に問題があった」とする調査報告に対して空

軍上層部が圧力をかけ、「人為ミス」に改ざんされたと当時の事故調査責任者が証言

している。米軍の事故調査はまったく信じるに足りない。

3、 米国はニューメキシコ州やハワイ州におけるオスプレイの訓練を、住民の反対で中

止した。ハワイでは遺跡の保護が問題になったという。それでは、周辺には住宅が密

集し、１２１もの公共施設（保育園、学校、大学、病院、老人ホームなどを含む）があ

る普天間基地で、なぜ飛行訓練が出来るのか。また配備後は沖縄の２５市町村の上空

を飛行するといわれる。これは沖縄の人命の軽視である。本土各地でも計画されてい

る低空訓練は、住民を脅かすものである。

4、 折しも、尖閣諸島をめぐり、日中間で軋轢が生じている。しかし、こうした軋轢をオス

プレイ配備の正当化に用いてはならない。いうまでもなく、紛争は軍事力ではなく、

対話、交渉、外交により、憲法と国際法に則って、平和的に解決していくべきものだか

らである。日中は、かつての歴史に鑑み、非戦の誓いをなした国同士である。その誓い

をいま、破っていいはずがない。

5、 日本は、これまで脅威を受けたり、周辺諸国と葛藤が生じると、米国の軍事力に依存

し、より日米安保体制に傾斜するという繰り返しであった。そしてその結果、生じる

負担のほとんどが沖縄にかけられるということになった。それが全国の０．６％の

土地に 74％の米軍専用基地が存在するという差別、不公平の現実を生んだのである。

オスプレイ配備は、この差別、不公平の象徴であり、さらにその差別、不公平を維持し

拡大するものだ。沖縄の怒りは、このような差別、不公平、犠牲の一方的な押し付けに

対するもので、飛行の安全性だけの問題ではない。もし配備が強行されれば、沖縄県

民から確実に大きな抵抗が起きる。その結果生じるすべてに対して、日本政府は責任

を負わなければならない。

6、 ここに見られるのは、日米安保体制の構造的矛盾である。仮に、安保体制を維持し、米



軍を「抑止力」と位置付けるのであれば、その負担は国民全体で公平に分かち合わな

ければならない。そうしたくないなら、日米安保条約や日米地位協定などを根本的に

変えていくことを全国民的な課題にしなければならない。沖縄は、もはやこの安保の

負担、犠牲に耐えられないと声を挙げている。その地域の住民の９割の意思を無視し

た施策を国が強行するというなら、それは民主主義国家ではない。

7、 オスプレイの普天間配備は、沖縄県民の反対で事実上不可能になっている辺野古移

設（基地新設）を進める圧力として行なわれるという観測もある。移設できなけれ

ば、普天間基地を危険なまま固定化するという「脅し」である。私たちは、このような

圧力にも反対する。県内移設は、差別、不公平という日米安保の構造的な問題を何一

つ解決しないどころか、さらに強化するものである。普天間基地は撤去し、海兵隊は

撤収する以外にない。

8、東村高江地区で進められている「ヘリパッド建設工事」にかんしても、配備後「オスプ

レイ訓練場」となることが明らかであり、ただちに中止を求める。「高江ヘリパッド」

もまた、辺野古新基地建設を前提とし、それまでの間、「普天間固定化」を既成事実化

させるものだからだ。

　

　以上を踏まえ、私たちはオスプレイの配備に断固反対する。
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